
ＩＴ産業の実態と雇用創出に向けた
政府の対応（欧州各国）

（注１）ＥｕｒｏｐｅａｎＩｎｆｏｒｍａｔｉｏｎＴｅｃｈｎｏｌｏｇｙＯｂｓｅｒｖａｔｏｒｙ２０００：ＭｉｌｌｅｎｎｉｕｍＥｄｉｔｉｏｎ

欧州では、ニュー・エコノミーによる雇用創出・拡大に期待が寄せられており、これに

関連して各国は様々な施策を打ち出している。一方、各国とも近い将来もしくは現在の技

術者不足への対応を急務としている。本レポートでは、Ｒｅｐｏｒｔ３で取り上げた英国、ド

イツ、フランス、スペイン、フィンランドに、イタリア、スウェーデンを加え、各国の

ＩＴ産業の規模と雇用総数、雇用創出についての政府の狙い、労使の反響、ＩＴ技術者確保

のための政策などについての概要を、各国比較が出来るようコンパクトに取りまとめ、報

告する。

１．英国のＩＴ産業の規模

Ｅｕｒｏｐｅａｎ Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ

Ｏｂｓｅｒｖａｔｏｒｙによれば、英国のＩＴ市場規模

（オフィス機器、データ処理機器、データ・

コミュニケーション機器、およびソフトウエ

アとサービス市場を合わせたもの）は９７年の

３７３億ユーロから、２０００年には５０６億ユーロに、

２００１年には５６０億ユーロ規模に成長すると見

込まれている（注１）。９７年から２０００年までの成

長率は各年１０～１１％であり、９６年から９９年に

おけるＩＴ市場のＧＤＰに占める割合は３．２２～

３．５４％である。

一方、ＩＣＴ市場（ＩＴ市場に通信機器・

英 国
サービスを加えたもの）の規模は、９７年の

６９９億ユーロから２０００年には９４２億ユーロに、

２００１年には１，０３０億ユーロに達すると推定さ

れている。９７年から２０００年までのＩＣＴ市場の

成長率は各年９～１０％であり、９６年から９９年

におけるＩＣＴ市場のＧＤＰに占める割合は

６．０５～６．５９％となっている。

２．ＩＴ産業の雇用総数

国民統計局（ＯＮＳ）が発表している労働

統計（ＬａｂｏｕｒＭａｒｋｅｔＴｒｅｎｄｓ）によると

２０００年６月期の英国の雇用者数は２，４３１万

３，６００人である。このうちＩＴ関連産業従事者

（北アイルランドを除いた地域）は、製造業

（事務機器、コンピュータ、電気機器、ラジ

オ、テレビ、通信機器）３４万６，６００人、サー

在欧７センター・事務所／欧州課
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（注２）ｗｗｗ．ｄｆｅｅ．ｇｏｖ．ｕｋ／ｇｒｉｄ／ｃｏｎｓｕｌｔ／ｔａｒｇｅｔ／ｈｔｍ
（注３）’Ａｇｅｉｓｍｉｓ”ｒｉｆｅ”ｉｎＩＴｓｅｃｔｏｒｄｅｓｐｉｔｅｓｋｉｌｌｓｓｈｏｒｔａｇｅ’，ＦｉｎａｎｃｉａｌＴｉｍｅｓ，１６Ｏｃｔｏｂｅｒ２０００

ビス産業（通信、コンピュータ関連産業、映

像産業）８２万６，８００人であり、合計１１７万

３，４００人となっている。販売業は大きく括ら

れていることから、ＩＴ関連従事者だけを抜

き出すことはできないが、機械関連販売が２３

万７，５００人、ラジオ・テレビを含む家庭用品

関連販売が２３万５，２００人となっており、これ

ら販売業のＩＴ関連従事者や北アイルランド

の従事者を含めると英国全体ではおよそ１２０

万人～１５０万人（全雇用者数の５～６％）が

ＩＴ関連産業に従事していると推定される。

３．ＩＴ産業の新規雇用創出効果についての

政府の期待・狙い

英国政府は英国経済の競争力の維持・向上

には、情報化の促進が必要不可欠との認識を

持っており、目下の最大目標は、２００２年まで

に英国を電子商取引に最適な国にするという

ものである。

政府は国内で不足が懸念されるＩＴ関連技

術者の確保のため、労働許可発行システムの

改善に取り組む一方、教育機関におけるＩＴ

教育、社会人のためのＩＴ教育に力を注いで

おり、ＩＴ技術の習得が雇用拡大には欠かせ

ないと考えているとみられる。

教育の場でのＩＴ導入について、教育雇用

省（ＤｆＥＥ）は、ナショナル・グリッド

（ＮａｔｉｏｎａｌＧｒｉｄ）と呼ばれる新制度を導入

し、９９年には教員資格取得の条件としてＩＣＴ

を加えたほか、２００２年までに全ての学校、専

門学校、大学および図書館をナショナル・グ

リッドに接続、教員の７５％、生徒・学生の５０

％に電子メールアドレスを与えるなどの目標

を掲げている（注２）。

また誰もがインターネットの使用について

学べるようにＵＫ ｏｎｌｉｎｅセンターを設置

（最終的には全ての公共図書館を含む

６，０００ヵ所のセンターを設置）する計画であ

る。そして、オンラインによるビジネス向け

学習が可能なラーン・ダイレクト（Ｌｅａｒｎ

ｄｉｒｅｃｔ）を開講した。誰もが、職場、家庭、

ラーン・ダイレクト・センター（２００１年４月

までに１，０００ヵ所開設予定）から受講でき、

２００２年には年間１万コースを開講する計画で

ある。また、２０００年１１月に発表した予算編成

方針（プレ・バジェット・レポート）におい

ては、ＩＴ技術の習得による雇用機会の増加

のために生涯学習分野に２，５００万ポンドを投

入、５万人以上にＩＣＴ技術を習得する機会を

提供することを発表している。

４．３についての企業側の反応

ＩＴ産業における技術者の不足は、英国の

競争力を低下させるとの危機感があることか

ら、産業界は政府の対応策について一般的に

歓迎の意向を表明している。

５．３に対する労働者側の反応

ＩＴ業界の人材不足問題に関して、この業

界に強く蔓延している年齢差別が大きな原因

だとする見方もある。Ｅｍｐｌｏｙｅｒｓ’Ｆｏｒｕｍ

ｏｎＡｇｅが行った調査によると、ＩＴ技術者の

３分の２が４５歳になれば仕事を失うと恐れて

いる。同調査によると、５人に１人がＩＴ業

界では３５歳を過ぎれば「年寄り」と決め付け

られると感じている。

国際的な労働組合、ＵｎｉｏｎＮｅｔｗｏｒｋＩｎ‐

ｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌは各国政府に高齢者、若年者、

女性を対象とした訓練を提供し、ＩＴ産業へ

の参加を促すことが、人材不足問題解決のカ

ギだとしている（注３）。

６．技術者の雇用受給の推移

ウォーリック大学（ＵｎｉｖｅｒｓｉｔｙｏｆＷａｒ‐
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ｗｉｃｋ）が政府の委託を受けて作成した職業

動向予測に関する報告書（Ｐｒｏｊｅｃｔｉｏｎｏｆ

Ｏｃｃｕｐａｔｉｏｎｓ ａｎｄ Ｑｕａｌｉｆｉｃａｔｉｏｎｓ

１９９９／２０００）によると、９８年の英国全体での

有職者数は２，７１４万３，０００人であり、２００９年に

は２，９３８万８，０００人になるという（伸び率は毎

年０．７％）。

実際に高度に専門的な技術が必要な情報通

信技術者、ＩＴサービス技術者の現状および

将来の予測について、９８年における両分野の

有職者数は３８万２，０００人であり、２００９年には

５１万８，０００人に増加するとされている。具体

的には情報通信技術者が３１万３，０００人から４２

万６，０００人へと１１万３，０００人増加（毎年２．８％

増）、ＩＴサービス技術者が６万９，０００人から

９万２，０００人へと２万３，０００人増加（毎年２．６

％増）であり、全体の年間伸び率０．７％と比

較して約４倍の伸び率となっている。

７．ＩＴ技術者確保のための政策

２０００年１０月から、ＩＴ関連産業や医療など

の専門職に従事する欧州経済領域（ＥＥＡ）

外の外国人労働者に対する労働許可証の発給

規制が緩和され、労働許可証を得るための要

件は、①英国の大学卒業学位レベルの資格を

有すること、②専門分野での上級国家資格レ

ベルの資格を有すること、③一般分野で上級

国家資格レベルの資格を有し、かつ特定専門

業務で３年以上の実務経験を積み専門技術を

有すること、のいずれかとなり、労働許可期

間もこれまでの３年から５年に拡大された。

さらに一部の多国籍企業を対象とし、当該企

業が発給する許可証をもって海外からの従業

員移動を許可するという試験的措置を導入し、

熟練労働者の流動性を高める取り組みを実施

している。

１．ＩＴ産業の規模

・ＩＴ産業は９８年には総付加価値の４．８％、

ＧＤＰの４．４％を占め、同年のＧＤＰ成長率

を０．４ポイント押し上げた（出所：国立統

計経済研究所（ＩＮＳＥＥ））。

・２００１～２００４年にはＧＤＰ成長率を毎年平均

１．２ポイント押し上げる見通しである（出

所：経済研究所（ＢＩＰＥ））。

・９７年のＩＴ業界の総売り上げは８，２８０億フラ

ン（前年比７％増）、部門別の内訳は電気

通信が２，５６０億フラン、情報産業・サービ

スが２，３８０億フラン、出版・印刷・視聴覚

が２，４７０億フラン、電子関連が８７０億フラン

（出所：ＩＮＳＥＥおよび産業研究統計機関

（ＳＥＳＳＩ））。

フランス
２．ＩＴ産業における雇用総数（出所：

ＢＩＰＥ）

・ＩＴ産業における雇用総数は９０年の５７万

８，０００人（全雇用に占める比率は２．５％）か

ら９８年には６６万人（同２．９％）に拡大した。

・９８年にはＩＴ産業雇用総数は前年比８．６％増

えた計算となり、全産業の雇用の伸び率

（１．２％）を大幅に上回った。

・９８年のＩＴ雇用総数の部門別の伸び率は製

造部門が５．５％、情報サービス部門が１５．８

％、電気通信サービス部門が４．８％となっ

た。

・ＩＴ部門では２００１～２００４年に総計２２万２，０００

～５７万人の雇用が創出される見通しである

（年間７万４，０００～１９万人）。

３．ＩＴ産業の新規雇用創出効果についての

政府の期待・狙い

政府はＩＴ産業を雇用拡大・経済の牽引材

料とみなしており、起業奨励（税・社会保障
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関連の支援など）、情報化社会の推進（家庭

や教育機関でのインターネット普及など）、

専門家の養成（ＩＴ専門高等学校の開設な

ど）を積極的に進めている。

４．３についての企業側の反応

ある程度の評価はしつつも、ストックオプ

ション制度や連帯富裕税制などに関し、踏み

込んだ制度改革が必要としている（国内の硬

直した法規制を避け国外で起業するフランス

人も増加している）。またＩＴ部門の業界団

体は、大学教育における技術者養成対応の遅

れが、技術者不足を招いたと政府を非難して

いる。

５．３についての労働者側の反応

ストックオプション制度をはじめフランス

の法規制が今なお硬直的だとして、米国をは

じめ国外での就職を選択する者も多く、「頭

脳流出」が問題視されている。

６．ＩＴ技術者の雇用需給の推移

ＩＴ部門の不足技術者数は２０００年１１月時点

で３万～３万２，０００人とされ、具体的には通

信・ネットワークで４，０００～６，０００人、プロ

ジェクト・マネージメントで３，５００～５，０００人、

開発・インテグレーションで１万３，０００～１

万５，０００人、インターネットで４，５００～６，０００

人が不足している模様である（出所・サン

テック・アンフォルマティック、フランス大

企業情報科学クラブ（ＣＩＧＲＥＦ）、情報技術

産業組合（ＳＦＩＢ）。

７．ＩＴ技術者確保のための政策

政府は技術者の確保に向け、専門家の養成

を進めているが、一方で海外からの技術者招

へいを求める声が出ている。

・政府は２０００年７月、テレコム関連学校の卒

業生数を今後５年間で倍増し、情報・テレ

コム・視聴覚・マルチメディア関連学部お

よび専門学校の出身者を毎年３万人に引き

上げる目標を掲げた。失業者にも情報技術

の研修を行う一方、関連の公共部門研究者

を５年間で２５％増やし、国立科学研究セン

ター（ＣＮＲＳ）内にも情報・通信研究部

門を設置するとしている。

・情報技術者の不足から高資格保有の外国人

に対するビザ給付を求める声が挙がってい

る。政府は９８年以来、情報技術者に対して

労働許可証の発給に便宜を図るよう各県の

関係当局に通達しており、雇用省によると

９９年には１，０００人の外国人技術者が仏企業

に就職した模様である。しかし政府は、国

内に２５０万人の失業者がいる現状で外国人

労働者の受入数を増やすつもりはないとし

て、移民政策方針を根本的に変更する考え

はない点を強調している。
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１．ＩＴ産業の規模

ド イ ツ

〈ＩＴ市場の国際比較〉

（単位：１００万ユーロ）

９９年 ２０００年 ２００１年 ９９～２００１年の
平均伸び率（％）金額 前年比（％） 金額 前年比（％） 金額 前年比（％）

ドイツ １０４．０３ １０．０ １１４．００３ ９．６ １２３．７５６ ８．６ ９．１

日本 １７１．２８５ ３．３ １８１．７８３ ６．１ １９２．５３７ ５．９ ６．０

米国 ５６４．２２５ ８．１ ６１０．１１４ ８．１ ６５９．７８２ ８．１ ８．１

西欧 ４７０．０４ １２．０ ５１９．７６２ １０．６ ５６６．０５７ ８．９ ９．７

全世界 １，５９２，７７７ ９．３ １，７４２，２１５ ９．４ １，８９５，３５３ ８．８ ９．２

（注）２０００年、２００１年は予測。
出所ヨーロピアン・インフォメーション・テクノロジー・オブザバトリ（ＥＩＴＯ）２０００

〈ＩＴ国別市場規模〉

（単位：１０億ユーロ）

地 域
９９年 ２０００年

金 額 シェア（％） 金 額 シェア（％）

欧州（東欧含む） ３８９ ２４．５ ４３２ ２４．８

ドイツ １０４ ６．５ １１４ ６．５

米国 ５６４ ３５．４ ６１０ ３５．０

日本 １７１ １０．８ １８２ １０．４

その他 ３６４ ２２．８ ４０４ ２３．２

（注）２０００年は予測。
出所：ＥＩＴＯ２０００

〈インターネット利用者の総人口に占める割合（世界）〉

（単位：％）

国 名 ９７年 ９９年

米国 ２９ ６０

日本 １０ １８

ＥＵ ７ １４

出所：Ｂｏｏｚ，Ａｌｌｅｎ＆Ｈａｍｉｌｔｏｎ２０００

〈インターネット利用者の総人口に占める割合（欧州）〉

（単位：％）

国 名 ９７年 ９９年

スウェーデン ２０ ４０

英国 １１ ２２

ドイツ ７ １４

出所：Ｂｏｏｚ，Ａｌｌｅｎ＆Ｈａｍｉｌｔｏｎ２０００

７７ＪＥＴＲＯ ユーロトレンド ２００１．２



２．ＩＴ産業における雇用総数

３．ＩＴ産業の新規雇用創出効果についての

政府の期待・狙い

政府はＩＴ関連技術者不足に対応するため、

産業連盟および労働組合とともに、９９年７月

の官民共同会議「ＩＴ分野における潜在的な

労働需要」において、「専門技術者の不足解

消のための行動計画」を策定した。目標は

２００５年までにＩＴ関連技術者約２５万人を創出

することである。

政府はさらに９９年９月、「２１世紀の情報化

社会における技術革新と雇用」という行動計

画を策定した。同行動計画では、ＩＴ教育、

ＩＴ技術、ＩＴサービス、ＩＴインフラの整備を

はかることでＩＴ技術の普及を目指している。

政府は同計画に対して２００５年までに総額３０億

マルクの予算を計上している。

４．３についての企業の反応

ＩＴ関連団体は「専門技術者の不足解消のた

めの行動計画」に関して、労働者の再教育の

みに集中しているため、大学や専門大学を卒

業したＩＴ関連技術者が不足している現状の

解決にならないとして、厳しく批判している。

５．ＩＴ技術者確保のための政策

政府は２０００年８月から「グリーンカード制

度」を導入した。同制度によって一定条件を

満たしたＥＵ域外のＩＴ専門技術者は最長５年

間、国内でＩＴ関連の労働が可能になる。最

大２万人まで受け入れる予定。

〈ＩＴ産業における雇用者総数〉

（単位：人）

産 業 分 野
労 働 者 数

９８年 ９９年

ハードウエア、ソフ
トウエア、サービス １，００１，５００ １，０３７，４２０

メディア ６９１，０２０ ６９８，６９０

総 計 １，６９２，５２０ １，７３６，１１０

出所：ＥＩＴＯ２０００

１．ＩＴ産業の規模

イタリア

〈ＩＴ産業の売り上げ〉

（単位：１０億リラ）

９９年 ９９年上半期 ２０００年上半期 前年同期比

ＩＴ産業 ３２，６０８ １５，８０１ １７，５９３ １１．３％

Ｃ（通信）産業 ６３，２９０ ３０，８４５ ３４，９００ １３．１％

ＩＴＣ計 ９４，８９８ ４６，６４６ ５２，４９３ １２．５％

出所：全国情報・通信関連業者組合（ＡＳＳＩＮＦＯＲＭ）
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（単位：１０億リラ）

９９年 ９９年上半期 ２０００年上半期 前年同期比

ハードウエア １０，５３３ ５，１７１ ５，５５４ ７．４％

ハードウエア関連サービス ２，１０５ １，０３１ ９９８ △３．２％

ソフトウエアおよび関連サービス １９，９５０ ９，５９９ １１，０４１ １５．０％

計 ３２，６０８ １５，８０１ １７，５９３ １１．３％

出所：ＡＳＳＩＮＦＯＲＭ

〈通信産業の売り上げ内訳〉

（単位：１０億リラ）

９９年 ９９年上半期 ２０００年上半期 前年同期比

機械・機器 １７，２６０ ８，１５０ ９，７５０ １９．６％

固定電話 － ４，５００ ５，４２０ ２０．４％

移動電話 － ３，６５０ ４，３３０ １８．６％

サービス ４６．０３０ ２２，６９５ ２５，１５０ １０．８％

固定電話 － １６，０４５ １５，３００ △４．６％

移動電話 － ５，９１０ ８，３８０ ４１．８％

その他（フリーダイヤルなど） － ７４０ １，４７０ ９８．６％

計 ６３，２９０ ３０，８４５ ３４，９００ １３．１％

出所：ＡＳＳＩＮＦＯＲＭ

〈パソコン生産台数〉

（単位：台）

９９年 ９９年上半期 ２０００年上半期 前年同期比

デスクトップ １，８４０，０００ ８２６，１６０ ９１７，３００ １１．０％

サーバー １１５，５００ ４３，７４０ ５０，１００ １４．５％

ポータブル ４０９，５００ １７３，１００ ２８５，６００ ６５．０％

計 ２，３６５，０００ １，０４３，０００ １，２５３，０００ ２０．１％

出所：ＡＳＳＩＮＦＯＲＭ

〈企 業 数〉

（単位：社）

９７年 ９８年 ９９年 前年

ハードウエアおよび関連サービス ６，９９０ ７，２９７ ７，７８４ ６．７％

通信サービス・機器 １，３７５ １，４８３ １，６６８ １２．５％

ソフトウエアおよび関連サービス ４１，９９８ ４３，３６９ ４４，８４８ ３．４％

その他 ６，９３３ ７，１７９ ７，４１３ ３．３％

ＩＴＣ計 ５７，２９６ ５９，３２９ ６１，７７４ ４．１％

出所：ＡＳＳＩＮＦＯＲＭ

７９ＪＥＴＲＯ ユーロトレンド ２００１．２



２．ＩＴ産業における雇用総数

３．ＩＴ産業の新規雇用創出効果についての

政府の期待・狙い

政府は、情報技術通信（ＩＴＣ）関連産業の

発達で創出される新規雇用に期待を寄せてい

る。情報化社会が発展するために解決すべき

課題として政府は、①人材育成システムの未

整備、②アプリケーションソフトの国内生産

の欠如、③金融・財務部門システムの格差の

３点を指摘している。

ただ、基本的な政府の役割は産業発展のた

めの環境整備にあるとのスタンスが強く、自

由競争の維持や必要な規制・規格の整備に重

点が置かれているのが実状である。そのため、

他のＥＵ諸国に比べると予算に占めるＩＴ関連

支出も低い状況にあり、技術革新やソフトウ

エア開発に当たっては大学、企業、研究所な

どによる協力、共同研究の促進を呼びかけて

いる。

４．３．についての企業の反応

国内にはソフトウエア開発やプログラミン

グといった高度な知識を有する人材が少なく、

市場の拡大に人材供給が追いつかない状況下

で、産業界では人材育成にかける政府の支出

が他の先進諸国に比して非常に少なく、社会

全体のニーズに見合っていないとの声が強ま

りつつある。めまぐるしく変化する技術に対

応できる専門知識・技術を持った人材の雇用

や人材育成が困難であるため、欧州市場の統

合で労働市場にも徐々に流動性が高まるなか

で、雇用面からみたイタリアの若年層の労働

競争力が低下しつつあることへの危惧が強

まっている。

企業にとっては、企業内のＩＴ化の進展に

対応するためには、既存の人材を育成するに

は時間がかかることから、アウトソーシング

や有資格・技術者の新規雇用の必要に迫られ

る。そのため、人的コストの上昇が近い将来

の問題として認識されている。同時に人材育

成と研修ニーズの高まりを背景に各種研修を

行う関連企業が増加している。また、正社員

としての雇用契約を交わした場合に比べ企業

サイドの負担が少ないパートタイムや人材派

遣、あるいは、「期限付き研修労働」を活用

する動きも出ている。

（単位：人）

９７年 ９８年 ９９年 前年比 ２０００年見通し

ハードウエアおよび関連サービス ４９，９３６ ５１，０６９ ５２，５４１ ２．９％ －

通信サービス・機器 １３７，６２９ １４４，２７１ １４５，２６１ ０．７％ －

ソフトウエアおよび関連サービス １８９，５９５ ２００，０２２ ２１２，３７２ ６．２％ －

その他 ２８，８２５ ３０，２１６ ３１，３４８ ３．７％ －

ＩＴＣ計 ４０５，９８４ ４２５，５７８ ４４１，５２２ ３．７％ －

ネット・エコノミー全体の雇用者数 １，２１８，８５５ １，２５０，４３７ １，２８０，７４３ ２．４％ １，３１３，０００

出所：ＡＳＳＩＮＦＯＲＭ，２０００年見通しは通信・情報業連合会（ＦＥＤＥＲＣＯＭＩＮ）
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５．ＩＴ技術者の雇用需給推移

〈ＩＴ技術者の需給〉

（単位：人）

９９年 ２０００年 ２００１年 ２００２年

需要 ９０８，０１３ １，００６，５０３ １，０７９，５０１ １，１８９，８１０

供給 ８２６，４０７ ８９４，６７７ ９５１，６８９ ９７４，１５４

需給インバランス ９％ １１％ １２％ １８％

出所：ＦＥＤＥＲＣＯＭＩＮ

〈分野別ＩＴ技術者の需給〉

（単位：１，０００人）

２０００年 ２００２年

需要 供給 需給インバランス 需要 供給 需給インバランス

技術サポート、ネットワーク管
理、データ通信などの技術者 ９９ ７３ ２６％ １５２ ９７ ３６％

ＷＥＢマスター、アプリケー
ションソフト開発、ｅ－ビジネ
ス関連などの技術者

５１９ ４６３ １１％ ５６４ ４６８ １７％

ウェッブ環境、ソフトウエア開
発当の技術者 ２６９ ２４５ ９％ ２９６ ２４８ １６％

ホスト・センターのソフトウエ
ア開発技術者 ４３ ４２ ２％ ４２ ４２ －

異種間コンピュータのソフトウ
エア開発技術者 ７６ ７１ ７％ １３６ １１９ １２％

合 計 １，００６ ８９４ １１％ １，１９０ ９７４ １８％

出所：ＦＥＤＥＲＣＯＭＩＮ

分野（注１） 生産額（億ペセタ） 企業数 雇用者数

通信サービス ２９，７５０ － －

ハードウエア製造 ２６，２５０ － －

データ処理 １４，８７５ － －

インターネット関連 ３，５００ － －

その他 １３，１２５ － －

合計 ８７，５００（注２） 約２００（注３） 約３００，０００（注４）

（注１）ＩＴ分野の範囲はスペイン電子通信工業会（ＡＮＩＥＬ）の定義による
（注２）うちＡＮＩＥＬ傘下企業生産額計：５兆２，８９１億ペセタ
（注３）ＡＮＩＥＬ傘下企業のみ。
（注４）ＡＮＩＥＬ推定。うちＡＮＩＥＬ傘下企業直接雇用者数：約１５万人
出所：ＡＮＩＥＬ資料等からまとめ

１．ＩＴ産業規模（９９年）

スペイン
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２．ＩＴ産業における雇用総数

上記表のとおり。２０００年は対前年比１０％増

（業界推定）。

３．ＩＴ産業の新規雇用創出効果についての

政府の期待・狙い

ＩＴ産業振興のため、２００１年から２００３年に

かけてＩＮＦＯ２１と呼ばれるＩＴ産業総合新興

政策を実施。総予算は４，５００億ペセタ。その

概要は、①学校教育および自治体レベルでの

ＩＴ研修の充実、②インターネット・ビジネ

スなどベンチャー企業への補助実施、③既存

中小企業のＩＴ投資への補助実施など。

４．３についての企業側の反応

業界筋はその実効性について疑問視してお

り、政府のパフォーマンスに過ぎないとの冷

ややかな反応もある。ただし民間・業界が政

府・行政より先んじているといった業界の自

負もあるとみられる。

５．３についての労働者側の反応

特になし。

６．ＩＴ技術者の雇用需給の推移

（１）業界筋は２００１年～２００３年に約１０万人の

人材不足を予測。

（２）ＡＮＩＥＬは傘下企業の雇用者数につい

て、９９年の直接雇用者１５万人に対し、２００３

年には２７万人が必要との見通し。

（注）いずれも技術者のみならず管理者など

も含む数値。

７．ＩＴ技術者確保のための政策

業界筋によれば、政府はＩＴ技術者不足を

補うため、ドイツのＩＴグリーン・カード制

と類似の制度を検討中といわれる。

１．ＩＴ産業の規模

スウェーデンのＩＴ産業全体、特にＩＴサー

ビス（コンピュータ、インターネットコンサ

ルタント業）は急激に拡張して行くと考えら

れる。受注、顧客層が拡大し、さらに業界の

再編成も考えられる。

しかし、米国経済の停滞からＩＴ業界で一

時的な後退がみられそうで、マイクロソフト、

アップルコンピュータ、インテル、デルコン

ピュータなどが業績悪化を公表している。こ

れらの企業はスウェーデンではＰＣなどの

ハードウエアを製造していないが、インター

ネットをはじめとするＩＴサービス業界で最

近受注が減少しており、業界の再編成、倒産

などによる淘汰がみられよう。ただし、それ

は一時的な現象であり、ＩＴ業界全体では今

スウェーデン
後４～５年間の中期的期間に限ってみると成

長して行くと考えられる。

２．ＩＴ産業における雇用総数

スウェーデンにおけるＩＴ企業（注）は９８年に

は４，５００億スウェーデン・クローネ（以下ク

ローネ）を売り上げ、約２０万４，０００人が１万

６，５００ヵ所のＩＴ関連の職場で従事していた。

９８年の電子関係の製品の生産額は１，４９０億ク

ローネで合計６万４，０００人が１，５００ヵ所の職場

で雇用されていた。そこでの売り上げ額は

１，６２０億クローネであり、輸出額が１，１２０億ク

ローネ、輸入額が９１０億クローネであった。

一方、ＩＴ関連業界では１万５，０００ヵ所の事業

所で１４万人が雇用され、９７年と比較して１万

２，０００人の雇用の増加がみられた。

ＩＴ関係の雇用数２０万３，０００人のうち約３分

の１が女性で占められている。また２万

３，０００人以上が理工科出身の高学歴者である。
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ＩＴ関係の雇用の３分の１がエリクソン、

テリアで雇用されている。電子製品（主に携

帯電話）の生産拠点はストックホルム、クム

ラ、ヴェステロース、モンダール、リン

ショーピング、ゲヴレに置かれている。

２０００年の雇用数は電子製品関係では約６万

５，０００人、ＩＴ関連業では約１６万人となると予

想されている。しかし、２００１年にはエリクソ

ンが工場閉鎖、アウトソーシングの可能性が

あるので６万２，０００人程度に減少するのでは

ないかと危惧される。同時にＩＴサービス業

では１５万人から１４万人（９８年と同じ程度）に

減少すると予想されている。それはＩＴサー

ビス業界での不調が顕著となり、組織の縮小、

再編成が行われると考えられるからである。

しかし２００１年に始まる３Ｇ（次世代携帯電

話）の基地局の建設に伴い、そのコンサルタ

ント、周辺サービスのＩＴコンサルタントへ

の需要が増加すると考えられるので、ＩＴ業

界の雇用の後退は多少緩和されるだろう。

（注）スウェーデンではＩＴ部門を電子（製造）

業界とＩＴ関連業界に分けて双方を含めて

ＩＴ産業としている。

３．ＩＴ産業の新規雇用創出効果についての

政府の期待、狙い

政府はＩＴ産業界での雇用拡大をＩＴ教育の

強化を通じて実現させようとしている。雇用

政策では９６年に提出されたＩＴ法案（目標）

に具体的な案を打ち出している。スウェーデ

ン国民全員にＩＴ技術を提供することで知識

の伝達を図り、ＩＴ能力を高めようとしてい

る。９９年に政府はスウェーデンが情報社会の

先進国となることを政策目標に掲げた。

ＩＴ領域における知識がＩＴ利用の幅、効用

の鍵になると認識されている。情報技術の発

展に伴う技術的発展が大きな意味を持つよう

になっている。それを活用する市民は英語、

スウェーデン語、数学、ＩＴなどの知識が特

に重要となってくる。

大学で得る知識はますます早く陳腐化し、

知識が生鮮商品のようになっているので、職

場での継続教育が必要と政府は考えている。

さらに最近、注目されているのは、低額所得

者の家庭では高額所得者の家庭と比較して自

宅でのＰＣ普及率が低いこと、健康な市民と

障害者の間でのＰＣ利用度の違いなどにより

労働市場で格差が生じる恐れがあることで、

政府はこれを是正しなければならないと考え

ている。具体的には大学数を１２から１５に増加

させ、高等教育の予算を増大させてきた。

その結果、社会全体でのＩＴ利用が産業界

では競争力の強化や、ＩＴの活用による需要

の増大につながり、雇用が促進されていくと

政府は考えている。２０００年夏に政府はＩＴ産

業促進のためにいくつかの具体的な法修正を

提案した。それは高速通信回線の敷設法と雇

用法に関する修正である。高速通信回線の敷

設法では高圧送電線の側に通信線を敷設する

ことが認められているが、通信回線を併設す

る際にさらに特別許可を必要としていたのが

不要となった（２０００年７月１日から実施）。

また、雇用保障法によると、勤務年数の少な

い順に解雇することになっているが、自宅勤

務は独立した労働場所とみなされ、解雇する

際、自宅勤務は勤務年数に含まれなかった。

しかし、これから一層、自宅勤務者が増加し、

さらに人員削減の際に解雇順序が複雑になる

との理由から自宅勤務を独立した労働場所と

して認めない決定を行った（２０００年８月１日

から実施）。これは雇用主の労働管理を容易

にさせる狙いがある。

４．３についての企業側の反応

ＩＴ産業界を集めたＩＴＦｏｒｅｔａｇｅｎ（ＩＴ業界

事業主組織）は政府の提出したＩＴ法案に対

して肯定的だが、政府のＩＴ促進の提案はス

ウェーデン社会を知識社会に変革するための

戦略に欠けると判断し、その答申を政府に

行っている。その骨子が２０００年９月２０日に提

・・
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出されているが、それは次のとおりである。

政府の教育に対する予算投入は良いことだ

が、知識社会に変革するための具体的戦略に

欠けている。情報技術での研究開発、教育はス

ウェーデンが競争力を維持して行くために必

要であり、２０００～２００３年まで合計１３億クロー

ネを大学に投入することには賛成。スウェー

デンのシリコンバレーと呼ばれるシスタに王

立工科大学のＩＴ学科を設置することはその

良い例である。しかし、小学校、高校でのＩＴ

教育は不十分である。３年以内にスウェーデ

ンの一般家庭の９０～９５％でコンピュータが普

及するので、一般市民がＩＴ技術を利用でき

るようにすることが大切と考える。

さらに減税もわずかで（注：ＩＴ技術者は

高額所得者が多い）、資本課税、配当金課税、

有価証券の売買利益に対する課税（３０％）よ

りも所得税が高くなっている（最低３０％前後

ですぐに４０～４５％と高くなる）ので非対称性

を是正するために減税を要求する。なお、政

府は男女間の雇用格差を解消するために、男

性が多数を占める職場に対して性別割り当て

制度を提案しているが、これは現実的ではな

いとＩＴ業界は反論している。

５．３についての労働者側の反応

ＩＴ技術が職場、個人生活の中に定着し、

これから一層ＩＴ技術が大きな役割を果たす

とみて、労働組合は、組合員の再教育、夜間

学習講座への自主参加、社内教育を行うこと

には肯定的である。伝統的な工業社会と違い、

獲得した技術はすぐに陳腐化するので、政府

が税法上認めた社員教育に対する費用の控除

には肯定的である。さらに失業者に対するコ

ンピュータ教育は大切と考えている。

しかし減税は高額所得者に対するのはでは

なく、中間所得者、低額所得者に対する減税

を最初にすることを要求している。減税は

２００１年から実施される。

６．ＩＴ技術者確保のための政策

大学での教育のほか、外国人（ＥＵ諸国以

外、例えばインド人）の採用を臨時に許可し

ている（短期滞在）。許可には会社にとって

重要人物となることが必要条件であるが、

ＩＴ技術者は問題がなく、その際に減税も実

施している。滞在中の所得に対して所得の２５

％が控除され、雇用主もその分に対する雇用

者税の減税が認められる。これは２００１年から

実施される。

１．ＩＴ産業の規模

表１「フィンランドＩＴ産業の規模」参照

２．ＩＴ産業における雇用総数

表２「フィンランドの全産業での雇用に占

めるＩＴ産業の位置付け」参照

３．ＩＴ産業の新規雇用創出効果についての

政府の期待・狙い

リッポネン内閣が諮問し、９８年に「情報社

フィンランド
会フォーラム」の主導のもと、ＳＩＴＲＡ

（フィンランド研究開発基金）に情報社会へ

向けてのＩＴ戦略作りを委託した。これは雇

用創出のみを狙ったものではないが、ＩＴ産

業の振興の目的の１つとして、「雇用、収入

の増加」をあげている。

４．３についての企業側の反応

同フォーラムのＩＴ戦略運営委員会に業界

からＩＣＬやノキアなどの代表が参画し、意見

を吸い上げる仕組みとなっている。
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５．３について労働者側の反応

同委員会のフォローアップグループにフィ

ンランド労働組合中央機関（ＳＡＫ）の代表

が参加しており、労働側の意見が反映できる

ような仕組みになっている。

６．ＩＴ技術者の雇用需給の推移

フィンランド労働省提供の統計が表３

「フィンランドのＩＴ関連の求人数と求職

数」であるが、「求人企業は求人数を発表し

ないため、ＩＴ技術者の需要は統計上把握が

困難」としている。しかしフィンランド金属

・エンジニアリング・電子技術産業連合

（ＭＥＴ）で調査したところ、会員企業の３５

～５０％が技術者の採用難を訴えてきている

（表４）。また表５によると電子・電気部門

では９８～９９年に７．５％の雇用が増加し、９９～

２０００年、２０００～２００１年も、高率の人員増が見

込まれており、需給格差が起きていることは

容易に理解できる。

７．ＩＴ技術者確保のための政策

政府による所得税緩和措置が９６年から開始

されている。これによると、従来ではフィン

ランド企業で働く外国人は所得税（国税、最

高税率３７．５％、２０００年の場合）、地方税（最

高税率２０％、同）、健康保険料（１．５％、同）

など、合算すると最高で５９％もの所得税など

を支払う必要がある。しかし税制改正により、

２０００年については６ヵ月以内の滞在者は３５％

の所得税（源泉徴収）のみの支払いで済むよ

うになった（６ヵ月以上の滞在は従来どお

り）。また２００１年からは滞在が２年以内であ

れば、３５％の源泉徴収か、従来どおりの所得

税支払いかを選択できるように改正された。

フィンランドではＩＴ技術者を確保するた

めにビザの制限を緩和したり移民枠を増やす

などの措置は取っていない。

なお、ＭＥＴが２０００～２０１０年の同産業の雇

用状況のシナリオを発表している。これは教

育関係者や使用者側にこれからの１０年の見通

しを伝えることで、技術者養成に励む必要性

を訴えるのが目的である。これによると２０１０

年には金属・電子産業で２５万人を雇用すると

している。つまりこの１０年に４万５，０００人の

増加が金属・電子産業で見込めるという。た

だし、退職、転職などによる減少要因もあり、

実際には８万５，０００人の熟練技術者が必要に

なるという。さらに技術教育を受けた新卒も

必要で、合計ではこの１０年に１３万５，０００人の

確保が必要と警鐘を鳴らしている。

８．備 考

フィンランド産業雇用者連盟（ＴＴ）は

２０００年秋の大会で、今後１０年間に約７０万人の

新規雇用（全産業）が見込まれるが、国内で

採用可能な労働力は５０万人と見込んでおり、

この格差を埋めるためには２０万人の外国人労

働者に対し、門戸を開放する必要があると述

べている。

これに関連し、フィンランド労働組合がエ

ストニアの労働者を対象に２０００年春に行った

調査では、エストニアがＥＵに加盟した場合、

約４０万人がフィンランドでの労働を希望して

いるという結果が出ている。ただし、これに

関し同労働組合は「十分な移行期間を設けて

実行されるべき」と反論的コメントを出して

いることから、経済の成長を制約する要因の

解決策をめぐって将来、大きな問題となると

考えられる。

なおノキアは、ＩＴ技術者の需要に見合う

採用を国内にこだわっていては困難との認識

から、国外で調達することに戦略転換してい

ると同時に、製造部門についてもＥＭＳ（エ

レクトロニクス・マニュファクチャリング・

サービス）などへのアウトソーシングを進め

ていることは、他社、他産業にとって参考に

なると考えられる。
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表１ フィンランドのＩＴ産業の規模（企業数、売上高）

９３年 ９４年 ９５年 ９６年 ９７年

製造業（企業数） ５４４ ５６６ ６０４ ６６１ ６８８

製造業（売上高：１００万ＦＩＭ） １９，１０７ ２５，９２５ ３４，１９１ ４０，１６８ ５３，０５７

事務機器 １６ ２８ ９ ８ １１

コンピュータ ４，３６８ ４，９９１ ５，５７１ ４，８００ ６，８７９

絶縁電線 １，６１２ １，６０１ １，７７４ ２，３２２ ２，１４２

電子バルブ １，３１１ １，５４３ ２，２９５ ２，８１６ ２，５３８

テレビ・ラジオ送信機 ８，４８０ １４，２５０ ２０，４７６ ２６，１４４ ３６，４６２

テレビ・ラジオ受信機 ９３０ １，２５９ １，２５６ ８３８ １，２５０

計測装置 ２，２０６ ２，０４７ １，７４３ １，９５１ ２，２４２

加工制御装置 １８４ ２０６ １，０６７ １，２８９ １，５３３

サービス業（企業数） ３，１８８ ３，４０３ ３，７２５ ４，１１２ ４，４９１

サービス業（売上高：１００万ＦＩＭ） ２３，２３３ ３１，６７９ ３６，６１９ ４４，７８９ ５３，３６７

ラジオ・テレビ販売卸業 １，２０９ １，６２７ １，８００ ４，３４０ ５，２０４

コンピュータハードウエア販売卸業 ７，３４７ ９，１５２ １１，３１７ １４，３７０ １７，７０６

通信装置販売卸業 ２，３７９ ２，９２４ ３，８９６ ３，０９７ ４，２０３

通信業 ４，０８９ ９，６４９ １０，５６３ １２，７１９ １５，５１８

事務機器レンタル業 ４２１ ８３ １０１ １９７ ２５７

コンピュータ関連業 ７，７８８ ８，２４３ ８，９４２ １０，０６６ １０，４７９

コンテンツ業（企業数） ６，０５８ ６，４２７ ７，０９９ ７，６１１ ８，３２８

コンテンツ業（売上高：１００万ＦＩＭ） １５，７８２ １６，９７４ ２０，０６２ ２２，０９５ ２３，９８９

出版 ８，００７ ８，５０２ １０，７３３ １１，１７０ １１，６２４

市場調査 １３９ ２８１ ２５９ ３３２ ４０８

コンサルタント ２，１８９ ２，４１６ ２，８４１ ３，７４５ ４，３４７

広告 １，５５１ １，７０１ １，９４１ ２，２８４ ２，６７６

映画・ビデオ ６７７ ６９９ ７３４ ８４５ １，１５７

ラジオ・テレビ ２，９９９ ３，１４２ ３，３１２ ３，４５９ ３，４９６

ニュース配信 ２２１ ２３４ ２４２ ２５９ ２８１

ＩＴ産業合計（企業数） ９，７９０ １０，３９６ １１，４２８ １２，３８４ １３，５０７

ＩＴ産業合計（売上高：１００万ＦＩＭ） ５８，１２２ ７４，５７７ ９０，８７２ １０７，０５２ １３０，４１４

全産業合計（企業数） １９１，０６３ １８４，９３１ １８９，４５８ ２０３，３５８ ２１３，２３０

全産業合計（売上高：１００万ＦＩＭ） ８４６，８８２ ９１４，６００ ９８６，２９５ １，０５６，３６７ １，１７５，８９６

出所：フィンランド統計局
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表２ フィンランドの全産業での雇用に占めるＩＴ産業の位置付け

（単位：人）（指数は８９年＝１００）

８９年 ９０年 ９１年 ９２年 ９３年 ９４年 ９５年 ９６年 ９７年 ９８年

全産業 ２，３７３，７４７ ２，３３２，２８２ ２，１６９，１４７ ２，０１４，４３０ １，８７７，７２１ １，９１７，０５１ １，９３２，７５２ １，９５７，１４４ ２，０３７，９９７ ２，１２５，５３５

製造業 ５２０，９５９ ５０３，０６７ ４４４，３０７ ４０４，７８４ ３８２，９４３ ４０３，７５７ ４１２，９５０ ４０９，６４８ ４３０，７３６ ４４９，８８１

サービス業 １，３９２，０５２ １，４０４，８８８ １，３５２，３９２ １，２７８，３１１ １，１９６，３８９ １，２１２，４７３ １，２４０，４９１ １，２７３，４２３ １，３２７，２４１ １，３７４，０２２

全産業（指数） １００．０ ９８．３ ９１．４ ８４．９ ７９．１ ８０．８ ８１．４ ８２．４ ８５．９ ８９．５

製造業 １００．０ ９６．６ ８５．３ ７７．７ ７３．５ ７７．５ ７９．３ ７８．６ ８２．７ ８６．４

サービス業 １００．０ １００．９ ７．２ ９１．８ ８５．９ ８７．１ ８９．１ ９１．５ ９５．３ ９８．７

ＩＴ産業 １０２，８４３ １００，１７０ ９６，８９１ ９２，０６９ ８８，３１６ ９３，３４７ １００，４３９ １０４，４９２ １１６，７５４ １２８，７２８

（全産業に占める比率：％） ４．３ ４．３ ４．５ ４．６ ４．７ ４．９ ５．２ ５．３ ５．７ ６．１

製造業 ２２，９９８ ２２，４１３ ２０，４３５ ２０，３１４ ２０，４７２ ２４，７００ ２８，８３５ ３１，９１４ ３６，６５６ ３９，１７０

サービス業 ４４，６３８ ４２，７９３ ４３，４５８ ３９，４５６ ３６，２８４ ３６，４４１ ３８，９６６ ３８，８６０ ４３，５７６ ４８，２９９

コンテンツ業 ３５，２０７ ３４，９６４ ３２，９９８ ３２，２９９ ３１，５６０ ３２，２０６ ３２，６３８ ３３，７１８ ３６，５２２ ４１，２５９

ＩＴ産業（指数） １００．０ ９７．４ ９４．２ ８９．５ ８５．９ ９０．８ ９７．７ １０１．６ １１３．５ １２５．２

製造業 １００．０ ９７．４ ８８．８ ８８．３ ８９．０ １０７．４ １２５．４ １３８．８ １５９．４ １７０．３

サービス業 １００．０ ９５．９ ９７．３ ８８．４ ８１．３ ８１．６ ８７．３ ８７．１ ９７．６ １０８．２

コンテンツ業 １００．０ ９９．３ ９３．７ ９１．７ ８９．６ ９１．５ ９２．７ ９５．８ １０３．７ １１７．２

失業率（％）（参考） ３．１ ３．２ ６．６ １１．７ １６．３ １６．６ １５．４ １４．６ １２．７ １１．４

出所：フィンランド統計局

表３ フィンランドのＩＴ関連の求人数と求職数

９８年１０月末現在 ９９年１０月末現在 ２０００年１０月末現在

ＩＴ関連職種の求人数 ３３１ ３３４ ４８１

ＩＴ関連失業者の求職数 ８，２２７ ８，３９８ ８，５３５

うち失業中 ３，１７４ ３，２４５ ３，３４４

うち失業中の年金受給者 ５，０５３ ５，１５３ ５，１９１

（注）求人、求職ともＩＴ関連職種１４種を合算して作成
求人数は届けのあったもののみ計上。従って企業が公表しないものは計上されていない。

出所：フィンランド労働省

８７ＪＥＴＲＯ ユーロトレンド ２００１．２



表４ 技術者採用難を訴える企業数

９６年 ９７年 ９８年 ９９年

エレクトロニクス技術者（企業数）
（求人数）

３０
１７６

３９
９５１

５３
１，１４８

４３
５５８

機械技術者 （企業数）
（求人数）

３６
１０９

４３
２１５

５５
１１８

４０
７８

溶接工 （企業数）
（求人数）

６５
２１２

６９
３７２

７４
３１６

７９
３１６

機械工 （企業数）
（求人数）

１１２
２３６

１１２
２６１

１２１
２４１

６８
１２８

機械組立工 （企業数） ７ １３ ５ ３９

電気組立工 （企業数） ７ １５ ０ １２

自動データ加工工 （企業数） ２１ １８ ２５ ２８

（注）調査対象企業全体の３５～５０％の企業が常に採用難を訴えてきており、その数は毎年約３００社にのぼる。
出所：フィンランド金属・エンジニアリング・電子技術産業連合

表５ 金属・電子産業の被雇用者数推移（前年比増加率）

（単位：％）

９８～９９年 ９９～２０００年 ２０００～２００１年

電子・電気部門 ７．５ ７．５ ６．１

機械・金属製品部門 △１．４ ０．２ ０．９

金属加工部門 △４．６ △１．６ ０．４

合計 １．５ ２．９ ３．０

（注）９９年の調査では８００社（全体の５９％）が回答を寄せた。回答企業の被雇用者数合計は１１万９，７７５人となり、
これは会員企業被雇用者数全体の７２％にあたる。
２０００～２００１年は平均で３．０％の雇用増加となるとみており、これは約６，０００人の雇用に相当する。

出所：フィンランド金属・エンジニアリング・電子技術産業連合

８８ ＪＥＴＲＯ ユーロトレンド ２００１．２
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表６ ２０００年に卒業したフィンランド国内の工学部系新卒の就職状況

就職先分野別 学部別就職率

（単位：％） （単位：％）

就職先分野 学 部

ＩＴ ２３．０ 電子・ＩＴ ９７．０

電子 １６．５ ＩＴ ９５．６

金属 １０．４ 電気 ９４．０

建設 ６．６ オートメーション ９２．９

教育 ６．５ 材料 ９２．３

データ処理 ５．５ 建設 ９０．０

森林 ４．４ 生産 ８８．８

エネルギー ４．１ 機械 ８７．８

公共 ４．１ エネルギー ８３．３

化学 ３．１ 森林 ８０．６

金融 ０．６ 加工 ７８．８

貿易 ０．３ 環境 ７８．６

その他 １４．９ 建築 ６６．７

化学 ５８．３

（注）大学はヘルシンキ工科大、タンペレ工科大、ラッペランタ工科大、オウル大工学部、トゥルク大化学技術
学部の５大学の総計で算出。

出所：ＴｈｅＦｉｎｎｉｓｈＡｓｓｏｃｉａｔｉｏｎｏｆＧｒａｄｕａｔｅＥｎｇｉｎｅｅｒｓ（ＴＥＫ）
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